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(57) Abstract: A processing system for nitrogen-containing organic waste water: having an autotrophic denitriiying device (30) that
denitrifies water t o be treated that contains suspended organic matter , soluble organic matter, and ammonia, b y performing nitrifica -
tion, whereby ammonia i s oxidated into nitrous acid b y autotrophic microbes under aerobic conditions, and anaerooic ammonia ox
idation using autotrophic microbes under anaerobic conditions; comprising, i n the stage before the autotrophic denitrifying device
(30), a suspended organic matter separation device (10) that separates suspended organic matter fi"om the water t o be treated, and a
soluble organic matter decomposition device (20) that biologically decomposes soluble organic matter contained in the water t o b e
treated having the suspended organic matter separated therefiOm; and capable o f efficiently performing anaerobic ammonia oxida
tion by supplying to the autotrophic denitriiying device (30) water t o b e treated which has reduced suspended organic matter and r e
duced soluble organic matter therein.

(57) 要約：
[続葉有]



懸濁性 有機 物、溶解性 有機物及 びア ンモニア を含有す る被処理水 に対 して、好気条件下 で独立栄養性
微 生物 によ ってア ンモニア を亜硝 酸 に酸化す る亜硝酸化処理 と、嫌気条件 下で独 立栄養性微 生物 による
嫌気的ア ンモニア酸化処理 とを行 な って脱窒処理 を実行す る独 立栄養性脱窒装置 3 0 を有 し、独 立栄養
性脱窒装置 3 0 の前段 に、被処理水か ら懸濁性 有機物 を分離す る懸濁性有機物分離装置 1 0 と、懸濁性
有機物が分離 され た被処理水 に含 まれ る溶解性 有機物 を生物学 的 に分解す る溶解性有機物分解装置 2 0
とを備 え、懸濁性有機物及 び溶解性有機 物が低減 され た被処理水 を独 立栄養性脱窒装置 3 0 に供給す る
ことによ り、効率的な嫌気的ァ ンモニァ酸化処理 を可能 に した窒素含有有機性廃水の処理 システム。



明 細 書

発明の名称 ：窒素含有有機性廃水の処理システム及び処理方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、窒素含有有機性廃水の処理システム及び処理方法に関し、特に

比較的アンモニア濃度が低い窒素含有有機性廃水に好適な処理システム及び

処理方法に関する。

背景技術

[0002] 従来、窒素含有有機性廃水を処理するために、循環脱窒法等の従属栄養性

微生物を用いた生物学的硝化脱窒法が採用されてきた。このような生物学的

硝化脱窒法は、アンモニァ酸化細菌を用いて廃水中のアンモニァ態窒素を亜

硝酸態窒素に酸化 し、更に亜硝酸酸化細菌を用いて亜硝酸態窒素を硝酸態窒

素に酸化する硝化工程と、従属栄養性脱窒菌を用いて亜硝酸態窒素及び硝酸

態窒素を窒素ガスにまで分解する脱窒工程を経て、廃水中のアンモニア態窒

素を窒素ガスにまで分解する方法である。

[0003] しかし、従来の生物学的硝化脱窒法では、硝化工程で必要となる大量の酸

素を曝気して供給するため、曝気用のプロヮファン等に要する電力コス 卜が

高騰するという問題、脱窒工程で有機炭素源であるメタノール等を大量に添

加する必要があるため、薬品コス トが高騰するという問題、さらに従属栄養

性微生物を用いるために汚泥発生量が多く、余剰汚泥の処理コス トが嵩むと

いう問題等、全体的にランニングコス トが嵩むという問題があつた。

[0004] そこで、特許文献 1 には、 B O D及び窒素含有排水に対 して、嫌気性メタ

ン発酵法によりB O D を除去する嫌気処理工程、アンモニア態窒素の一部を

亜硝酸態窒素とする亜硝酸型硝化工程、アンモニア態窒素を電子供与体とし

亜硝酸態窒素を電子受容体とする独立栄養性脱窒微生物と接触させて脱窒す

る脱窒工程の順に処理 し、前記嫌気処理工程で発生したバイオガスをアル力

リ性溶液と接触させて得た （重）炭酸塩含有アルカリ性溶液を、前記亜硝酸

型硝化工程の P H調整に使用するB 0 D及び窒素含有排水の生物的処理方法



が提案されている。

[0005] 尚、本明細書では、本発明を用語 「廃水」を用いて説明するが、公知文献

で使用されている用語 「排水」とは同義語である。

[0006] 当該方法によれば、独立栄養性脱窒微生物であるA N A M M O X 菌 を用い

て脱窒するために有機炭素源の添加が不要 とな り、 また A N A M M 0 X 菌は

収率が低い独立栄養性の微生物であるために、汚泥の発生量が著 しく少な く

な り余剰汚泥の発生量を抑えることができる。

[0007] そ して、原水中のアンモニア態窒素の酸化を亜硝酸態窒素に止める亜硝酸

型硝化を安定的に行 うための P H調整剤 として、市販薬剤に替えて、嫌気処

理工程で発生 したバイオガスをアルカ リ性溶液 と接触させて得た （重）炭酸

塩含有アル力 リ性溶液を用いることにより、薬剤費の低減を図ることができ

る。

[0008] また、特許文献 2 には、高濃度の有機物及びアンモニア態窒素を含有する

排水中のアンモニア態窒素を効率よく処理することを目的として、有機物 と

アンモニァ態窒素 とを含有する原水を浄化処理する生物学的処理方法が提案

されている。

[0009] 当該排水処理方法は、前記原水を、原生動物の実質的不存在下で、細菌に

よって好気的に処理を行 う細菌槽に導入 して細菌処理 し、該細菌により前記

排水中の有機物を生物分解 し、増殖 した細菌を固液分離処理 して除去する有

機物の分解工程 と、有機物の分解工程で得た処理水中のアンモニア態窒素の

一部を、好気的条件下、アンモニア酸化細菌により亜硝酸態窒素に酸化する

酸化工程 と、酸化工程で亜硝酸化された亜硝酸態窒素 と亜硝酸態窒素に酸化

されなかったアンモニア態窒素 とを含む被処理水を、嫌気的条件下、脱窒槽

内で独立栄養性脱窒細菌により脱窒処理する工程 とが含まれる。

先行技術文献

特許文献

[001 0] 特許文献 1 ：特許第 4 4 9 6 7 3 5 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 1 0 _ 2 0 7 7 8 5 号公報



発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[001 1] しか し、これまで懸濁性及び溶解性有機物を含む廃水に対 して、嫌気的ァ

ンモニァ酸化処理の積極的な研究はなされてこなかったため、このような廃

水に対 して効率的に嫌気的アンモニア酸化処理を行ない得る現実的な処理シ

ステム及び処理方法は未だ開発されていない。

[001 2] 例えば、このような廃水に特許文献 1 に記載された方法を採用すると、亜

硝酸化処理の前に嫌気性消化処理を行なうことによつて溶解性 B 0 D を低減

させることはできるが、 しか し懸濁性 B 0 D を十分に除去することができな

いため、亜硝酸化工程で同時に懸濁性 B 0 D をも分解するために多量の曝気

が必要となり、そのための電力コス 卜が嵩むようになる。

[001 3] また、このような廃水に特許文献 2 に記載された方法を採用すると、有機

物を好気的に分解する工程で大量の曝気が必要となるばかりでなく、大量の

余剰汚泥が発生するため、独立栄養性脱窒細菌を用いて嫌気的アンモニア酸

化処理を行なうメリッ トが消失するという不都合があつた。

[0014] 本発明の目的は、上述 した問題点に鑑み、懸濁性及び溶解性有機物を含む

廃水であっても、さらには、低アンモニア濃度の廃水であっても、独立栄養

性微生物を用いて効率的に嫌気的アンモニァ酸化処理を行なえる廃水処理シ

ステ厶及び廃水処理方法を提供する点にある。

課題を解決するための手段

[001 5] 上述の目的を達成するため、本発明による窒素含有有機性廃水の処理シス

テムの第一の特徴構成は、特許請求の範囲の書類の請求項 1 に記載 した通 り

、懸濁性有機物、溶解性有機物及びアンモニアを含有する被処理水に対 して

、好気条件下で独立栄養性微生物によってアンモニァを亜硝酸に酸化する亜

硝酸化処理と、嫌気条件下で独立栄養性微生物によるアンモニア態窒素を電

子供与体とし亜硝酸態窒素を電子受容体とした嫌気的アンモニア酸化処理と

、を行なうことによって脱窒処理する独立栄養性脱窒装置を有する窒素含有

有機性廃水の処理システムであって、前記独立栄養性脱窒装置の前段に、被



処理水 か ら懸濁性有機物 を分離 す る懸濁性有機物分離装置 と、前記懸濁性有

機物分離装置 で懸濁性有機物 が分離 された被処理水 に含 まれ る溶解性有機物

を生物学 的 に分解 す る溶解性有機物分解装置 とを備 え、前記懸濁性有機物分

離装置及び前記溶解性有機物分解装置 によ つて懸濁性有機物 及び溶解性有機

物 が低減 された被処理水 が、前記独立栄養性脱窒装置 に供給 され る点 にあ る

[001 6] 独 立 栄養性脱窒装置 に供給 され る被処理水 に多量 の溶解性有機物 が含 まれ

ている と、亜硝酸化処理 に要 す る酸素 が溶解性有機物 の分解処理 に費や され

、亜硝酸化処理 が妨 げ られ る ことにな る。 しか し、上述 の構成 によれ ば、独

立栄養性脱窒装置 の前段 に備 えた懸濁性有機物分離装置 によ って、先 ず被処

理水 か ら懸濁性有機物 が分離 され、次 に懸濁性有機物 が分離 された被処理水

に含 まれ る溶解性有機物 が溶解性有機物分解装置 によ って分解処理 され る。

そ して、 当該溶解性有機物分解装置 によ って溶解性有機物濃度 が低 くな つた

被処理水 が後段 の独立栄養性脱窒装置 に供給 され るよ うにな るので、 ア ンモ

二 ァを亜硝酸 に酸化 す る亜硝酸化処理 を行 な う独立栄養性微 生物 の処理 が妨

げ られ る ことがな く、 曝気のための電力 コス 卜を低減 す る ことがで きるよ う

にな る。

[001 7] 尚、溶解性有機物分解装置 では、例 えば、嫌気性消化処理 や従属栄養性脱

窒処理等 によ って溶解性有機物 を分解 す る ことが好 ま しく、 この場合 には溶

解性有機物分解装置 に曝気装置 を備 える必要 がないので、 電力 コス トが増 大

す る こともな く、 また余剰汚泥 の発生量 も大 き く低減 させ る ことがで きる。

[001 8] 同第二の特徴構成 は、 同請求項 2 に記載 した通 り、上述 した第一の特徴構

成 に加 えて、前記懸濁性有機物分離装置 で分離 された懸濁性有機物 を嫌気性

消化 す る汚泥嫌気性消化装置 と、前記汚泥嫌気性消化装置 の消化液 を前記独

立栄養性脱窒装置 に供給 す る第 1 移送経路 を備 えている点 にあ る。

[001 9] これ まで、 ア ンモニ ア濃度 の低 い廃水 に対 しては、効率 的 に安定 した嫌気

的 ア ンモニ ァ酸化処理 を実現 で きなか った。 ア ンモニ ァ濃度 が低 い雰 囲気で

は、 ア ンモニ アの硝酸化 を抑制 しなが ら亜硝酸化 を進行 させ る処理 を安定的



に調整するのが困難であ り、 またアンモニァの約半量を亜硝酸化する部分亜

硝酸化処理で、残存 させるべ きアンモニア量の調整 を安定的に行なうことが

できなかったためである。

[0020] 上述の構成 によれば、懸濁性有機物分離装置で分離 された懸濁性有機物が

、汚泥嫌気性消化装置によって嫌気性消化されて、 アンモニア態窒素が濃縮

された消化液が得 られる。そのような消化液 を独立栄養性脱窒装置に供給す

ることによって、独立栄養性脱窒装置における遊離 アンモニア濃度 （F A ; F

ree Ammon i a ) が高 くな り、硝酸化菌の活性が抑制 されるようになる。その結

果、亜硝酸化菌 による亜硝酸化が優先的に進行するようにな り、嫌気的アン

モニァ酸化処理が効率的に行なわれるようになるのである。 このプロセスで

は、温度や P H 制御 による硝酸化菌の抑制が不要 とな り電力コス トや薬品コ

ス トを節約できるようになる。尚、Anthon i sen らは、遊離 アンモニア濃度 （

F A ) が 0 . 1 _ 1 0 p p m で硝酸化菌が選択的に阻害を受ける、 と報告 し

ている。

[0021 ] 同第三の特徴構成は、同請求項 3 に記載 した通 り、上述 した第二の特徴構

成 に加えて、前記独立栄養性脱窒装置は、被処理水に対 して前記亜硝酸化処

理が行なわれる亜硝酸化装置 と、前記亜硝酸化処理が行なわれた被処理水に

対 して前記嫌気的アンモニア酸化処理が行なわれる嫌気的アンモニア酸化装

置 とを備えて構成 され、前記第 1 移送経路は前記汚泥嫌気性消化装置の消化

液 を前記亜硝酸化装置に供給する経路で構成 されている点にある。

[0022] 独立栄養性脱窒装置が亜硝酸化装置 と嫌気的アンモニァ酸化装置の 2 槽式

で構成 される場合には、汚泥嫌気性消化装置の消化液が第 1 移送経路 を経由

して亜硝酸化装置に供給 される。

[0023] 同第四の特徴構成は、同請求項 4 に記載 した通 り、上述 した第三の特徴構

成 に加えて、前記汚泥嫌気性消化装置の消化液 を前記嫌気的アンモニア酸化

装置に供給する第 2 移送経路 を備えている点にある。

[0024] 嫌気的アンモニア酸化反応は、以下の式で表 されるように、 1 当量のアン

モニァ態窒素を電子供与体 と し、約 1 . 3 当量の亜硝酸態窒素を電子受容体



とした独立栄養性細菌による脱窒反応である。

N H 4 ++ 1. 32 N 0 2 - + 0. 066 H C 0 3 - + 0 13 H +→

1. 02 N 2 +0. 26N O 3 - + 0. 066C H 2 0 0 . 5 N 0·15 + 2· 03 H 2 0

[0025] 亜硝酸化装置で部分的に亜硝酸化された硝化液の亜硝酸態窒素とアンモニ

ァ態窒素とが上式のモル比であれば、効率的に嫌気的アンモニア酸化処理が

進むが、上式のモル比と大きく異なる場合には嫌気的アンモニア酸化処理が

滞ることになる。そのような場合でも、第 2 移送経路を介して供給されるァ

ンモニァ濃度の高い消化液によって、亜硝酸態窒素とアンモニア態窒素のモ

ル比を適正な値、例えば 1 : 1 . 3 ~ 1 . 4 程度に調節することができ、嫌

気的アンモニァ酸化を効率的に進行させることができるようになる。

[0026] 同第五の特徴構成は、同請求項 5 に記載した通り、上述した第四の特徴構

成に加えて、前記溶解性有機物分解装置は、従属栄養性脱窒微生物によって

亜硝酸態窒素及び硝酸態窒素を窒素分子に還元する脱窒処理を行なう従属栄

養性脱窒装置であり、前記亜硝酸化装置の処理液を前記従属栄養性脱窒装置

に供給する第 3 移送経路と、前記嫌気的アンモニア酸化装置の処理液を前記

従属栄養性脱窒装置に供給する第4 移送経路の少なくとも一方を備えている

点にある。

[0027] 亜硝酸化装置で生成された亜硝酸の一部を、第 3 移送経路を経由して従属

栄養性脱窒装置に返送することにより、懸濁性有機物除去装置の処理液に含

まれる主に溶解性有機物を電子供与体とし亜硝酸化装置から導入された亜硝

酸態窒素を電子受容体とする従属栄養性微生物によって脱窒反応が進行し、

亜硝酸化装置に流入する有機物濃度を低減させることができる。

[0028] また、嫌気的アンモニア酸化装置の処理液の一部を、第4 移送経路を経由

して従属栄養性脱窒装置に返送することにより、嫌気的アンモニア酸化反応

で生成された硝酸に対して従属栄養性脱窒装置で脱窒することができ、嫌気

的アンモニア酸化装置から系外に排出される硝酸量を低減できるようになる

[0029] 同第六の特徴構成は、同請求項 6 に記載した通り、上述した第一から第五



の何れかの特徴構成 に加えて、被処理水は、 1 ) N H 3 _ N ( アンモニア態窒

素濃度） < 1 0 0 p p m、 2 ) B O D / N H 3 _ N > 3 . 0 であ り、

前記溶解性有機物分解装置の処理液は、 3 ) 0 . 5 < B O D / N H 3 - N

< 2 . 0 である点にある。

[0030] 独立栄養性脱窒装置では曝気量を調節 して溶存酸素濃度が適当な範囲に制

御 されるが、 アンモニア態窒素濃度が 1 0 0 p p m未満の場合は、僅かな曝

気風量の変化で溶存酸素濃度が大 きく変動 して しまう。そのような場合でも

、 B O D / N H 3 _ N を 0 . 5 よ り大 きな値 に調節することで、 B O D による

酸素の消費によつて溶存酸素濃度の大 きな変動を抑えることができる。尚、

B O D / N H 3 _ N が 2 . 0 を超えると曝気量が増えて、省エネルギーの観点

か ら望 ま しくない。

[0031 ] 本発明による窒素含有有機性廃水の処理方法の第一の特徴構成は、同請求

項 7 に記載 した通 り、懸濁性有機物、溶解性有機物及びア ンモニ アを含有す

る被処理水に対 して、好気条件下で独立栄養性微生物 によってアンモニアを

亜硝酸 に酸化する亜硝酸化処理工程 と、嫌気条件下で独立栄養性微生物 によ

るアンモニア態窒素を電子供与体 と し亜硝酸態窒素を電子受容体 と した嫌気

的アンモニァ酸化処理工程 と、 を含む独立栄養性脱窒処理工程 を実行する窒

素含有有機性廃水の処理方法であって、前記独立栄養性脱窒処理工程の前 に

、被処理水か ら懸濁性有機物 を分離する懸濁性有機物分離処理工程 と、懸濁

性有機物が分離 された被処理水に含 まれる溶解性有機物 を生物学的に分解す

る溶解性有機物分解処理工程 とを実行 し、懸濁性有機物及び溶解性有機物が

低減 された被処理水を前記独立栄養性脱窒処理工程 に供給する点にある。

[0032] 同第二の特徴構成は、同請求項 8 に記載 した通 り、上述の第一の特徴構成

に加えて、前記懸濁性有機物分離処理工程で分離 された懸濁性有機物 を嫌気

性消化する汚泥嫌気性消化処理工程 を含み、前記汚泥嫌気性消化処理工程 に

よる消化液 を前記亜硝酸化処理工程 と、前記嫌気的アンモニア酸化処理工程

とに供給する点にある。

[0033] 同第三の特徴構成は、同請求項 9 に記載 した通 り、上述 した第二の特徴構



成に加えて、前記溶解性有機物分解処理工程は、従属栄養性脱窒微生物によ

つて亜硝酸態窒素及び硝酸態窒素を窒素分子に還元する従属栄養性脱窒処理

工程であり、前記亜硝酸化処理工程による処理液を前記従属栄養性脱窒処理

工程に供給 し、前記嫌気的アンモニァ酸化処理工程による処理液を前記従属

栄養性脱窒処理工程に供給する点にある。

発明の効果

[0034] 以上説明 した通り、本発明によれば、従来技術より効率的な処理が可能と

なり、さらには懸濁性及び溶解性有機物を含む廃水であつても、さらには、

低アンモニア濃度の廃水であっても、独立栄養性微生物を用いて効率的に嫌

気的アンモニァ酸化処理を行なえる廃水処理システ厶及び廃水処理方法を提

供することができるようになった。

図面の簡単な説明

[0035] [ 図1] 図 1 は、本発明による廃水処理システムの第一態様の説明図である。

[ 図2] 図 2 は、本発明による廃水処理システ厶の第二態様の説明図である。

[ 図3] 図 3 は、本発明による廃水処理システ厶の第三態様の説明図である。

[ 図4] 図4 は、本発明による廃水処理システムの第四態様の説明図である。

[ 図5] 図 5 は、本発明による廃水処理システムの第五態様の説明図である。

発明を実施するための形態

[0036] 以下、本発明による廃水処理システム及び廃水処理方法の実施形態を説明

する。

図 1 には、第一の態様の廃水処理システムが示されている。当該廃水処理

システムは、懸濁性有機物、溶解性有機物及びアンモニアを含有する被処理

水を浄化するシステムであり、懸濁性有機物分離装置 1 0 と、溶解性有機物

分解装置 2 0 と、独立栄養性脱窒装置 3 0 を備えている。

[0037] 懸濁性有機物分離装置 1 0 では、被処理水に含まれる懸濁性有機物が分離

され、溶解性有機物分解装置 2 0 では、被処理水に含まれる溶解性有機物が

分解処理される。懸濁性有機物及び溶解性有機物が低減された被処理水が独

立栄養性脱窒装置 3 0 に供給され、独立栄養性脱窒装置 3 0 では、亜硝酸化



処理と嫌気的アンモニア酸化処理とによって独立栄養性脱窒処理が実行され

る。

[0038] 懸濁性有機物分離装置 1 0 として、沈殿装置、凝集沈殿装置、浮上分離装

置、スクリーン装置、膜分離装置、サイクロン装置、スクリュープレスゃデ

カンタ等の機械的分離装置の何れかを採用して構成することができる。これ

らの複数の装置を組み合わせて構成することも可能である。

[0039] 溶解性有機物分解装置 2 0 では、例えば、嫌気性消化処理や従属栄養性脱

窒処理等によつて溶解性有機物を分解する生物反応槽を備えて構成すること

が好ましい。このような構成を採用すると、溶解性有機物分解装置 2 0 に曝

気装置を備える必要がないので、電力コス トを低減することができる。

[0040] 亜硝酸化処理とは、アンモニアを含有する被処理水に対 して、好気条件下

で独立栄養性微生物 （独立栄養性亜硝酸化菌）によってアンモニア態窒素を

亜硝酸態窒素に酸化する処理である。

[0041 ] 嫌気的アンモニア酸化処理とは、嫌気条件下で独立栄養性微生物 （独立栄

養性脱窒菌）によるアンモニア態窒素を電子供与体とし亜硝酸態窒素を電子

受容体とする嫌気的アンモニア酸化処理であって、以下の化学式で表される

ように、 1 当量のアンモニア態窒素と約 1 . 3 当量の亜硝酸態窒素とを脱窒

反応によって窒素分子に変換する処理である。

N H 4 ++ 1. 32 N 0 2 - + 0. 066 H C 0 3 - + 0 13 H +→

1. 02 Ν 2 +0· 26 Ν 0 3—+ 0. 066C Η 2 0 0 · 5 Ν 0·15 + 2· 03 Η 2 0

[0042] 独立栄養性脱窒装置 3 0 に供給される被処理水に多量の溶解性有機物が含

まれていると、亜硝酸化処理に要する酸素が溶解性有機物の分解処理に費や

されて、亜硝酸化処理が妨げられることになる。

[0043] 当該廃水処理システムによれば、独立栄養性脱窒装置 3 0 の前段に備えた

懸濁性有機物分離装置 1 0 によって、先ず被処理水から懸濁性有機物が分離

され、次に懸濁性有機物が分離された被処理水に含まれる溶解性有機物が溶

解性有機物分解装置 2 0 によつて分解処理され、当該溶解性有機物分解装置

2 0 によつて溶解性有機物濃度が低くなつた被処理水が後段の独立栄養性脱



窒装置 3 0 に供給 される。 その結果、 アンモニア態窒素 を亜硝酸態窒素 に酸

化する亜硝酸化処理 を行な う独立栄養性微生物の処理が妨 げ られることがな

く、曝気のための電力 コス 卜を効果的に低減することがで きるようになる。

[0044] 独立栄養性脱窒装置 3 0 と して、亜硝酸化処理 を行な う亜硝酸化槽 と、嫌

気的アンモニァ酸化処理 を行な うアンモニァ酸化槽 を直列配置 した 2 槽直列

式の構成や、 Canon やSNAP等の 1 槽式の構成 を採用することがで きる。

[0045] Canon と呼ばれる方法は、 Sequent i a l Bach Reactor (SBR) に微量の酸素 を

供給することで流入するアンモ二ァの約半量 をァンモニァ酸化細菌の働 きに

よって亜硝酸 に変換 し、一つの槽でアンモニアの除去 を進行 させる方法であ

る。

[0046] SNAPと呼ばれる方法は、嫌気的にアンモニァ酸化する独立栄養性脱窒菌 を

含む菌群 を担体 に付着固定化 し、 その菌群の外表面 にアンモニア酸化細菌 を

含む菌群 を付着固定化 したアンモニア処理材 をアンモニア含有廃水 に接触 さ

せてアンモニアを除去する方法である。

[0047] また、 アンモニア酸化細菌 と独立栄養性脱窒菌 を包括固定化 した担体 を反

応槽 内で流動 させ、溶存酸素 を脱窒反応 を阻害 しない範囲に調節 してアンモ

ニァを除去する方法 もある。

[0048] つまり、 当該廃水処理 システムによって、懸濁性有機物、溶解性有機物及

びアンモニアを含有する被処理水 に対 して、好気条件下で独立栄養性微生物

によってアンモニアを亜硝酸 に酸化する亜硝酸化処理工程 と、嫌気条件下で

独立栄養性微生物 によるアンモニァ態窒素 を電子供与体 と し亜硝酸態窒素 を

電子受容体 と した嫌気的アンモニア酸化処理工程 と、 を含む独立栄養性脱窒

処理工程 を実行する窒素含有有機性廃水の処理方法が実行 される。

[0049] 詳 しくは、前記独立栄養性脱窒処理工程の前 に、被処理水か ら懸濁性有機

物 を分離する懸濁性有機物分離処理工程 と、懸濁性有機物が分離 された被処

理水 に含 まれる溶解性有機物 を生物学的に分解する溶解性有機物分解処理ェ

程 とを実行 し、懸濁性有機物及び溶解性有機物が低減 された被処理水 を前記

独立栄養性脱窒処理工程 に供給する窒素含有有機性廃水の処理方法が実行 さ



れ る。

[0050] 図 2 には、 第 二 の態様 の廃 水 処理 シ ステ ム が示 され て い る。 第 一 の態様 に

加 えて、 懸 濁性 有機 物 分離 装 置 1 0 で分離 した懸 濁性 有機 物 を嫌 気性 消 化 す

る汚 泥 嫌 気性 消 化装 置 4 0 と、 汚 泥 嫌 気性 消 化装 置 4 0 の消 化液 を独 立 栄養

性 脱 窒 装 置 3 0 に供 給 す る第 1 移 送 経路 R を備 えて い る。

[0051 ] 汚 泥 嫌 気性 消 化装 置 4 0 に よ って懸 濁性 有機 物 が嫌 気性 消 化 され る結 果、

ア ンモニ ァ態窒 素 が濃 縮 され た消 化液 が得 られ る。 溶 解 性 有機 物 分解 装 置 2

0 か ら独 立 栄養 性 脱 窒 装 置 3 0 に供 給 され る被 処理 水 中の ア ンモニ ア態窒 素

の濃 度 が低 い場 合 で も、 汚 泥 嫌 気性 消 化装 置 4 0 の消 化液 が独 立 栄養 性 脱 窒

装 置 3 0 に供 給 され る こ とに よ って効 率 的 に脱 窒 処理 が進 む よ うにな る。

[0052] 独 立 栄養 性 脱 窒 装 置 3 0 で は遊離 ア ンモニ ア濃 度 （F A ；Free Ammon i a )

が 高 くな るため、 硝 酸 化菌 の活性 が抑 制 され、 亜硝 酸 化菌 に よ る亜硝 酸 化 が

優 先 的 に進 行 す る よ うにな り、 その結 果、 嫌 気 的 ア ンモニ ア酸 化 処理 が効 率

的 に行 なわ れ る よ うにな るの で あ る。

[0053] 遊 離 ア ンモニ ア濃 度 （F A ) を 0 . 1 _ 1 0 p p m の範 囲 に調 整 す る こ と

が好 ま しく、 硝 酸 化菌 の活性 を選 択 的 に抑 制 す る こ とで、 ア ンモニ ア濃 度 が

1 0 0 p p m 未 満 の被 処理 水 で あ って も良好 に処理 で きる。 さ らに、 温度 制

御 や p H 制 御 に よ る硝 酸 化菌 の抑 制 が不 要 とな り電 力 コス トや薬 品 コス トを

節 約 で きる よ うにな る。

[0054] 遊 離 ア ンモニ ア濃 度 は、 被 処理 水 の ア ンモニ ゥ厶 イオ ン濃 度 を隔膜 式 ィ才

ン電極 法 等 に よ って測 定 し、 下記 の 〔数 1 〕 に示 す よ うに、 温度 と p H との

関係 か ら算 出す るAnthon i sen らの計 算 式 で求 め る方 法 を採 用 す る こ とが で き

る。

[0055] [ 数 1 ]

' ；ョョ 一

[0056] 尚、 図 2 中、 破 線 で示 され て い る よ うに、 汚 泥 嫌 気性 消 化装 置 4 0 の消 化

液 の有機 物 濃 度 が大 きい と きは、 消 化液 の一部 を溶 解 性 有機 物 分解 装 置 2 0



に供給 し、独立栄養性脱窒装置 3 0 に供給される消化液に含まれる B O D成

分を調整することによって、嫌気的アンモニア酸化処理を効率よく進行させ

ることができる。

[0057] つまり、上述 した窒素含有有機性廃水の処理方法に加えて、懸濁性有機物

分離処理で分離 した懸濁性有機物を嫌気性消化する汚泥嫌気性消化処理を含

み、汚泥嫌気性消化処理による消化液を前記亜硝酸化処理 と、前記嫌気的ァ

ンモニァ酸化処理に供給する窒素含有有機性廃水の処理方法が実行される。

[0058] 図 3 には、第三の態様の廃水処理システムが示されている。当該廃水処理

システ ムは、上述 した独立栄養性脱窒装置 3 0 が、被処理水に対 して亜硝酸

化処理を行なう亜硝酸化装置 3 0 A と、亜硝酸化処理が行なわれた被処理水

に対 して嫌気的アンモニア酸化処理を行なう嫌気的アンモニア酸化装置 3 0

B の 2 槽直列式で構成されている。

[0059] この場合、汚泥嫌気性消化装置 4 0 の消化液を亜硝酸化装置 3 0 A に供給

する経路が第 1移送経路 R 1 となる。さらに、汚泥嫌気性消化装置 4 0 の消

化液を嫌気的ア ンモニ ア酸化装置 3 0 B に供給する第 2 移送経路 R 2 を備え

た構成を採用 してもよい。

[0060] 亜硝酸化装置 3 0 A で部分的に亜硝酸化された硝化液の亜硝酸態窒素 とァ

ンモニァ態窒素が上式のモル比であれば、嫌気的ア ンモニ ア酸化装置 3 0 B

で効率的に嫌気的ア ンモニ ア酸化処理が進むが、上式のモル比 と大きく異な

る場合には嫌気的アンモニァ酸化処理が滞ることになる。

[0061 ] そのような場合でも、第 2 移送経路 R 2 を介 して供給されるアンモニア態

窒素濃度の高い消化液によって、亜硝酸態窒素 とア ンモニ ア態窒素のモル比

を適正な値、例えば 1 : 1 . 3 ~ 1 . 4 程度に調節することができ、嫌気的

アンモニァ酸化を効率的に進行させることができるようになる。

[0062] また、一点破線で示される移送経路を介 して、溶解性有機物分解装置の処

理液の一部を嫌気的アンモニァ酸化装置に供給 して、亜硝酸態窒素 とアンモ

ニァ態窒素のモル比を調整することもできる。

[0063] 図 4 には、第四の態様の廃水処理システムが示されている。当該廃水処理



システムは、上述 した溶解性有機物分解装置 2 0 として、従属栄養性脱窒微

生物によって亜硝酸態窒素及び硝酸態窒素を窒素分子に還元する脱窒処理を

行なう従属栄養性脱窒装置 2 0 が採用され、亜硝酸化装置 3 0 A の処理液を

従属栄養性脱窒装置 2 0 に供給する第 3 移送経路 R 3 と、嫌気的アンモニア

酸化装置 3 0 B の処理液を従属栄養性脱窒装置 2 0 に供給する第4 移送経路

R 4 の少なくとも一方を備えている。

[0064] 亜硝酸化装置 3 O A で生成 した亜硝酸の一部を、第 3 移送経路 R 3 を介 し

て従属栄養性脱窒装置 2 0 に返送することにより、懸濁性有機物除去装置 1

0 の処理液に含有する、主に溶解性有機物を電子供与体とし亜硝酸化装置か

ら導入された亜硝酸態窒素を電子受容体とする従属栄養性微生物によって脱

窒反応を進行させることができる。

[0065] また、嫌気的アンモニア酸化装置 3 0 B の処理液の一部を、第4 移送経路

4 を介 して従属栄養性脱窒装置 2 0 に返送することにより、嫌気的アンモ

ニァ酸化反応で生成された硝酸に対 して従属栄養性脱窒装置 2 0 で脱窒する

ことができ、嫌気的アンモニア酸化装置 3 0 B から系外に排出される硝酸量

を低減することができるようになる。

[0066] 図 5 に示すように、当該廃水処理システムに導入される被処理水のアンモ

ニァ態窒素濃度が 1 O O p p m未満の場合、被処理水のアンモニア態窒素濃

度に対するB O D比は3 . 0 より大きいことが好ましい。特に、懸濁性有機

物濃度の比率が大きい方がより好ましい。汚泥嫌気性消化装置 4 0 でのアン

モニァ回収効率が向上 して、独立栄養性脱窒装置 3 0 での遊離アンモニア濃

度の調整が容易になるからである。そして、溶解性有機物分解装置 2 0 の処

理水のアンモニア態窒素濃度に対するB O D比を0 . 5 より大きく、 2 . 0

より小さい範囲に調整することによっても、亜硝酸化を安定させることがで

きる。

[0067] 独立栄養性脱窒装置 3 0 では曝気量を調節 して溶存酸素濃度が適当な範囲

に制御されるが、アンモニア態窒素濃度が 1 0 0 p p m未満の場合は、僅か

な曝気風量の変化で溶存酸素濃度が大きく変動 して しまう。そのような場合



でも、 B O D / N H 3 _ N を 0 . 5 よ り大 きな値 に調節することで、 B O D に

よる酸素の消費によって溶存酸素濃度の大 きな変動を抑えることができるの

である。尚、 B O D / N H 3 _ N が 2 . 0 を超えると曝気量が増えて、省エネ

ルギ一の観点か ら望 ま しくない。

[0068] 曝気量の調整は、溶存酸素濃度の測定値 に基づ く方法の他 に、 アンモニゥ

厶ィ才 ン濃度や亜硝酸ィ才 ン濃度の測定値 に基づいて行 う方法や、 これ らを

組み合わせた方法で行 うことができる。

[0069] このように、本発明によって、従来実現 されなかった下水のような低 アン

モニァ濃度の廃水に対 しても嫌気的アンモニア酸化処理 を適用することが可

能になる。

[0070] 下水処理場で使用する電力量は、約 6 3 億 k W h (平成 1 6 年度）であ り

、国内で使用される電力量の 0 . 7 % を占め、 ウル グアイやジャマイカ 1 国

の消費電力量に相当する。そのうち、曝気プロワの消費電力量が 2 5 ~ 3 0

% を占める。本発明によって、理論上従来の完全硝化処理の 4 3 % の酸素量

しか必要 と しない嫌気的アンモニァ酸化処理 を下水処理 に適用することで、

絶大な節電効果を生み温室効果ガス削減 に大 きく貢献できるのである。

[0071 ] 上述 した実施形態は、何れも本発明の一例であ り、該記載 により本発明が

限定されるものではな く、各部の具体的構成は本発明の作用効果が奏される

範囲で適宜設計可能であることはいうまでもない。

符号の説明

[0072] 0 ：懸濁性有機物分離装置

0 ：溶解性有機物分解装置

3 0 ：独立栄養性脱窒装置

3 0 A ：亜硝酸化装置

3 0 B ：嫌気的アンモニア酸化装置

0 ：汚泥嫌気性消化装置

R 1 ：第 1 移送経路

R ：第 2 移送経路



3 ：第 3 移送経路

：第 4 移送経路



請求の範囲

[ 請求項 1] 懸濁性有機物、溶解性有機物及びアンモニアを含有する被処理水 に

対 して、好気条件下で独立栄養性微生物 によってアンモニアを亜硝酸

に酸化する亜硝酸化処理 と、嫌気条件下で独立栄養性微生物 によるァ

ンモニァ態窒素 を電子供与体 と し亜硝酸態窒素 を電子受容体 と した嫌

気的アンモニア酸化処理 と、 を行な うことによって脱窒処理する独立

栄養性脱窒装置 を有する窒素含有有機性廃水の処理 シ ステ ム で あ って

前記独立栄養性脱窒装置の前段 に、被処理水か ら懸濁性有機物 を分

離する懸濁性有機物分離装置 と、前記懸濁性有機物分離装置で懸濁性

有機物が分離 された被処理水 に含 まれる溶解性有機物 を生物学的に分

解する溶解性有機物分解装置 とを備 え、

前記懸濁性有機物分離装置及び前記溶解性有機物分解装置 によって

懸濁性有機物及び溶解性有機物が低減 された被処理水が、前記独立栄

養性脱窒装置 に供給 されることを特徴 とする窒素含有有機性廃水の処

理 シ ステ ム。

前記懸濁性有機物分離装置で分離 された懸濁性有機物 を嫌気性消化

する汚泥嫌気性消化装置 と、前記汚泥嫌気性消化装置の消化液 を前記

独立栄養性脱窒装置 に供給する第 1 移送経路 を備 えていることを特徴

とする請求項 1 記載の窒素含有有機性廃水の処理 シ ステ ム。

前記独立栄養性脱窒装置は、被処理水 に対 して前記亜硝酸化処理が

行なわれる亜硝酸化装置 と、前記亜硝酸化処理が行なわれた被処理水

に対 して前記嫌気的アンモニア酸化処理が行なわれる嫌気的アンモニ

ァ酸化装置 とを備 えて構成 され、

前記第 1 移送経路 は前記汚泥嫌気性消化装置の消化液 を前記亜硝酸

化装置 に供給する経路で構成 されていることを特徴 とする請求項 2 記

載の窒素含有有機性廃水の処理 シ ステ ム。

前記汚泥嫌気性消化装置の消化液 を前記嫌気的アンモニア酸化装置



に供給する第 2 移送経路 を備 えていることを特徴 とする請求項 3 記載

の窒素含有有機性廃水の処理 シ ステ ム。

[ 請求項 5] 前記溶解性有機物分解装置は、従属栄養性脱窒微生物 によって亜硝

酸態窒素及び硝酸態窒素 を窒素分子に還元する脱窒処理 を行な う従属

栄養性脱窒装置であ り、 前記亜硝酸化装置の処理液 を前記従属栄養性

脱窒装置 に供給する第 3 移送経路 と、前記嫌気的ア ンモ ニ ァ酸化装置

の処理液 を前記従属栄養性脱窒装置 に供給する第 4 移送経路の少な く

とも一方 を備 えていることを特徴 とする請求項 4 記載の窒素含有有機

性廃水の処理 シ ステ ム。

[ 請求項 6] 被処理水は、

1 ) N H 3 _ N ( ア ンモ ニ ア態窒素濃度） < 1 0 0 p p m

2 ) B O D / N H - N > 3 . 0

であ り、前記溶解性有機物分解装置の処理液 は、

3 ) 0 . 5 < B 0 D / N H 3 - N < 2 . 0

であることを特徴 とする請求項 1 か ら 5 の何れかに記載の窒素含有有

機性廃水の処理 シ ステ ム。

[ 請求項7] 懸濁性有機物、溶解性有機物及び ア ンモ ニ ア を含有する被処理水 に

対 して、好気条件下で独立栄養性微生物 によってア ンモ ニ ア を亜硝酸

に酸化する亜硝酸化処理工程 と、嫌気条件下で独立栄養性微生物 によ

るア ンモ ニ ア態窒素 を電子供与体 と し亜硝酸態窒素 を電子受容体 と し

た嫌気的ア ンモ ニ ア酸化処理工程 と、 を含む独立栄養性脱窒処理工程

を実行する窒素含有有機性廃水の処理方法であ って、

前記独立栄養性脱窒処理工程の前 に、被処理水か ら懸濁性有機物 を

分離する懸濁性有機物分離処理工程 と、懸濁性有機物が分離 された被

処理水 に含 まれる溶解性有機物 を生物学的に分解する溶解性有機物分

解処理工程 とを実行 し、懸濁性有機物及び溶解性有機物が低減 された

被処理水 を前記独立栄養性脱窒処理工程 に供給することを特徴 とする

窒素含有有機性廃水の処理方法。



[ 請求項 8 ] 前記懸濁性有機物分離処理工程で分離 された懸濁性有機物 を嫌気性

消化する汚泥嫌気性消化処理工程 を含み、前記汚泥嫌気性消化処理ェ

程 による消化液 を前記亜硝酸化処理工程 と、前記嫌気的アンモニア酸

化処理工程 とに供給することを特徴 とする請求項 7 記載の窒素含有有

機性廃水の処理方法。

[ 請求項 9] 前記溶解性有機物分解処理工程 は、従属栄養性脱窒微生物 によって

亜硝酸態窒素及び硝酸態窒素 を窒素分子に還元する従属栄養性脱窒処

理工程であ り、 前記亜硝酸化処理工程 による処理液 を前記従属栄養性

脱窒処理工程 に供給 し、前記嫌気的アンモニア酸化処理工程 による処

理液 を前記従属栄養性脱窒処理工程 に供給することを特徴 とする請求

項 8 記載の窒素含有有機性廃水の処理方法。
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